
書式第 12号 (法第 28条関係)

令 禾日 1 年度 事 業 報 告 書
平成31年4月 1日  から令和2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 難民を助ける会

1 事業の成果

海外の支援では、シリア国内で、国内避難民への食糧配付や地雷・爆発性戦争残存物などから身を
守るためのリスク (危険)回避教育、障がい者支援に引き続き注力した。また、 トルコでは、シリア
難民一人ひとりのニーズに対応した個別支援や、難民と地域住民による互助的なコミュニティの構築
支援、障がい者とその家族による自助グループの形成・運営支援などを行った。バングラデシュにお
けるロヒンギャ難民 (ミ ャンマー避難民)支援では、引き続き衛生環境の改善や特に脆弱性の高い子
どもや女性の保護に注力した。ウガンダでは、難民居住地に暮らす南スーダン難民の子どもと受け入
れ地域の子どものための教育支援活動を継続した。
これらの緊急支援に加えて、地雷・不発弾対策、障がい者支援などの分野に引き続き重点を置いて
幅広い活動を実施した。
国内の支援では、岩手、宮城、福島県で、東日本大震災で被災した避難者や障がい者、高齢者、子
どもを主な対象として、心身の健康維持活動および被災コミュニティの強化支援を継続して実施し
9_

2019年 10月 に発生した台風15号で深刻な被害に見舞われた千葉県において、衛生用品や飲料水など
の支援物資の配付や福祉施設の再建支援などの活動を実施した。さらに、同月に本州に上陸した台風1
9号で被災した地域にも緊急支援チームを派遣し、炊き出しおよび支援物資の配付を実施するととも
に、長野県、福島県、宮城県、栃木県、埼玉県の5県の福祉施設が活動を再開できるよう支援を行っ
た。
国内外での支援活動に加え、特に地雷分野において啓発活動・政策提言に務めた。理事長および職
員が2019年 11月 にノルウェーのオスロで開催された対人地雷禁止条約第4回検討会議に参加し、日本政
府をはじめ各国政府に対しアドボカシーを行ったことはその一例である。
2019年 11月 に、会は創立40周年を迎え、これに前後して記念行事を複数開催した。6月 には「40周年
の集い」と題した会の40年の歩みと感謝を伝えるイベント、11月 にはインドシナ難民受け入れの40年
を振り返るシンポジウムと元難民支援生による座談会などを開催した。また、40周年を記念した写真
集およびインタビュー集、活動記録 「40年のあゆみ』を制作した

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

等や被
等へのの

助およ
旧・復興

活動

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施

場 所

従事者
の人数
(含現地)

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の金
額 (千円)

シリア難民に対する複合的
支援

2019/4/1～
2020/3/31

I tv= 143
受益者 :

44,357人

シリア食糧配付
2019/4/1^ψ

2020/3/31
シリア 14

受益者 :

64,815人

シリア地雷等 リスク回避教
育ならびに被害者支援

2019/4/1～
2020/3/31

シリア 6
受益者 :

22,600人

スーダン地雷回避教育・
地雷被害者支援

2019/4/1～
2019/12/31

7-' y 15
受益者 :

510人

スーダン感染症対策
2019/4/1^ウ

2020′/1/31
スーダン 5

受益者 :

8,404人

ウガンダ地雷被害者生計支
援

2019/4/1^´

2020/3/31
ウガンダ 8

受益者 :

16人

1,040,777



民等 の

、就学の

ザンビア メヘバ元難民現
地統合化支援

2019/4/1^‐

2020/3/31
ザンビア 11

受益者 :

2,198人

ロヒンギャ難民 (ミ ャンマ
ー避難民)緊急支援

2019/4/1´マ

2()20/3/31

ン グ フ

デシュ
バ 受益者 :

34,228人

インド女性支援
2019/4/1～
2020′/3/′31

インド
受益者
20人

アフガニスタン難民居住地
の水環境整備

2019/4/1^ψ

2020/′ 3ノ
′31
パキスタン 12

受益者 :

3,500人

地域主体型の地雷回避およ
び障がい児支援

2019/4/1～
2020′/3/′31

アフガニ
スタン

27 受益者 :

57,960人

地雷対策
2019/4/1^。

2020/3/31
アフガニ

スタン
受益者 :

4,864人11

アフガニスタン市民社会の

能力強化

2019/4/1～
202()/3/31

アフガニ
スタン

受益者 :

1,206人

東日本大震災被災者支援
2019/4/1～
2()20/3ノ
′31

福島県、宮城
県、岩手県を
はじめとした

東日本大震災
被災地域

受益者 :

4,117人

九州北部豪雨被災者支援
2019/4/1～
2020/3//31

九州北部
受益者 :

1,500人

西日本豪雨被災者支援
2019/4/1～
2020ノ′3/′ 31

岡山県、
愛媛県

受益者
237人

北海道胆振東部地震被災者
支援

2019/4/1～
2019/8′/31

北海道勇払郡
厚真町、むか
わ町、沙流郡
日高町

受益者 :

250人

九州北部大雨被災者支援
2019/8/28/～
202()/3/31

佐賀県佐賀
市、武雄市、
大町町

受益者 :

250人

台風15号 。19号被災者支援
2019/9/8/～
2020/3/31

千葉県、埼玉

県、栃木県、長
野県、福島県、
宮城県

受益者 :

6,280´人

ケニア カクマ難民キャン
プにおける中等教育支援

2019/4/1～
2020′/3/′ 31

ケニア 16
受益者 :

44,152人

ケニア カロベイエ難民居
住地における青少年育成・

保護事業

2019/4/1^シ

2020ノ′3/31 ケニア 受益者 :

2,135人

ウガンダ難民居住地におけ
る教育支援

2019/4/1～
2020/3/31

ウガンダ 21
受益者 :

33,171人

ウガング西部におけるコン
ゴ難民への教育支援

2019/6/5～
2020/2/15

ウガンダ 14
受益者 :

調査実施のみ
のため0人

女子小学校の学習・衛生
環境改善

2019/4/1～
2020/′ 3//31

パキスタン 12
受益者 :

15,060人

障がい児の学習支援環境構
築

2019/4/1～
2020/3/31

パキスタン 12
受益者 :

5,370ノ、

270,676
動



対人地雷禁止条約第4回検
討会議出席、日本政府をは
じめ各国政府にア ドボカシ
ーを行った

2019/4/1～
2020/3/31

日本国内、
その他

20
会議出席者等数
百人

障がい分野の国内、海外の

会議に出席するなど、当該
分野の理解促進とネットワ
ーク拡大

2019/4/1～
2020ノ′3ノ

′
31

日本国内、
その他

20 会議出席者な
ど

数百人

啓発 (国際理解教育)・ 広
報・募金活動

2019/4/1～
2020/′ 3/31

日本国内 25
会報読者など数
万人

在日難民支援
2019/4/1～
2020/3/31

日本国内、
その他

会議出席者など
数百人

人権の擁護又
は平和の推進
を図るための

情報収集なら
びに啓発活動

キラーロボット反対キャン
ペ ー ン

アジア地域の運営委員とし
て海外での運営会議に出席

2019/4/1～
2020ノ′3//31

日本国内、
その他

会議出席者など
数百人

117,336

難民等や被災
者等の問題や
支援活動に関
する情報、資
料の収集、調
査研究

調査研究
支援活動に関わる、または
活動に影響のあることにつ
いての調査や研究

2019/4/1～
2020/3/31

日本国内、
その他

数百人 3,722

女性を主とする障がい者の
小規模起業支援

2019/4/1～
2020ノ′3ノ′31

ラオス 12
受益者 :

701人

山岳地域における母子保健
サービス強化

2019/4/1～
2019/8′/15

ラオス 15
受益者 :

44,260人

障がい児のためのインクル
ーシブ教育推進

2019/4/1^ψ

2020/3/31
カンボジア 12

受益者
925人

草いす普及支援 (現地NGC
の能力向上を通じた障がい

者自立支援 )

2019/4/1～
2020/3/31

カンボジア ４

，

受益者 :

3,860人

障がい者のための職業訓練
校の運営および障がい者の

就労支援体制強化

2019/4/1～
2020/3/31

: r ),,?- 26 受益者 :

19,300´メ、

子どもの未来 (あ した)プ
ログラム (里親制度)

2019/4/1～
2020/3/31

i r -,,-?- ´
０
受益者 :

1,440人

地域に根差したリハビリテ
ーション推進

2019/4/1～
2020/3/31

ityY- 23
受益者 :

27,000人

障がい児のためのインクル
ーシブ教育(IE)推進事業

2019/4/1～
2020/3/31

タジキスタン 10
受益者 :

30,924人

タジキスタン 10
受益者 :

89人障がい者のための生計支援
2019/4/1～
2020/3/31

2019/4/1～
2020/3/31

福島県、宮城
県、岩手県を
はじめとした

東日本大震災
被災地域

受益者 :

2,982人

210,752

障がい者等ヘ

の福祉サービ
スの提供、福
祉に配慮した
災害に強靭な
社会を創る防
災・減災活動

東日本大震災被災者支援

実

場

施

所

|

F
事者の人数

事業費の

金額

(千円)

事業名 事 業 内 容
施
時

実

日

(2)その他の事業



物品・書籍
販売

|

の1障がい者就労支援施設など

|の

商品の販売、その他物販

2019/4/1～
2020′/3/′ 31

東京、その他 9,328

1,632

|

1外

|

務省NGO相談員業務受話事業
2019/4/1～
2020/3/31

東京



書式第 14号 (法 28

一般正

~ロ和1年 2019

令和1年 (2019年 )4月 1日 から令和2年 (2020年 )3月 31日 まで

の

(単 円 )

725,350

1,103,727

1,201,262

15,682,676

経常収益
1 受取会費
正会員受取会費
協力会員受取会費
2 受取寄付金
受取寄付金

受取寄付金等振替額

資産受贈益

3 受取助成金等
民間助成金
公的助成金

4 事業収益
イベントの開催

物品の販売

受話収益

その他の事業収益

5 その他収益
受取利息
雑収入

経常収益計

Ⅱ 経常費用
1 事業費
(1)人件費 (国内外職員)

給料手当

退職給付費用

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

海外人件費 (海外現地雇用)

直接事業費 (配付・機材・支援)

渡航費

旅費交通費

減価償却費

印刷製本費
宣伝広告費
通信運搬費

賃借料

支払報酬・手数料

売上原価

消耗品・備品費
その他費日

その他経費計
事業費計

2 管理費
(1)人件費

給料手当

退職給付費用

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

消耗品・備品費
水道光熱費
通信運搬費

賃借料

科
曰

【

特定非営利活動
に 係 る 事 業

その他の事業 〈
日 計

847,000

2,835,000

250,628,410

58,752,308

5,155,813

47,842,912

1,323,676,360

10,988,128

2,385,319

354,818

4,681,900

9,839,729

1,581,611

1,319,271

204,070

21

6

847,000

2,835,000

250,832,480

58,752,308

5,155,813

47,842,912

1,323,676,360

0

9,839,729

12,569,739

3,704,590

354,839

4,681,906

1,708,147,968 12,944,708 1,721,092,676

297,197,616

345,000

35,669,238

2,276,240

2,588,039

328,994

299,785,655

345,000

35,998,232

2,276,240

338,405,127335,488,094 2,917,033

705,681

40,450

842,591

1,595,256

68,978

3,975,566

78,495

720,983

15,587

397,491,248

759,401,367

56,295,671

12,392,214

4,148,514

14,056,783

3,393,042

15,544,039

8,676,254

21,140,706

3,975,566

3,317,168

15,985,168

397,491,248

759,401,367

56,295,671

12,376,627

4,148,514

13,351,102

3,352,592

14,701,448

7,080,998

21,071,728

3,238,673

15,264,185
8,043,587 1,315,817,7401,307,774,153
10,960,620 1,654,222,8671,643,262,247

33,114,684

4,195,000
7,167,107

440,941

33,114,684

4,195,000

7,167,107

440,941

44,917,732 44,917,732

725,350

1,103,727

1,201,262

15,682,676



27,162,723 27,162,723

72,080,455 72,080,455

6,235,794

1,921,049

6,235,794

1,921,049

8,156,843 8,156,843

1,723,499,545 10,960,620 1,734,460,165
-15,351,577 1,984,088 -13,367,489

4,313,393 4,313,393

0

0

4,313,393 4,313,393

1,914,088 -1,914,088

-17,750,882 70,000 -17,680,882

70,000 70,000
-17,750、 882 -17.750.882

-58 752 308 -58 752 308

298,764,822

281,013,940

298,764,822

281,013,940

54,694,228

3,000,000

54,694,228

3,000,000

-1,058,080 -1.058.080

104,054,653 104,054,653

102,996,573 102,996,573

384,010.513 384.010.513

旅費交通費
支払報酬 。手数料
減価償却費
諸会費
その他の費日
その他経費計
管理費計

その他の費用
為替評価損
前期修正損
その他の費用計

650,515

4,675,521

174,736

98,500

2,850,436

650,515

4,675,521

174,736

98,500

2,850,436

3

経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益
固定資産取得益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用
固定資産売却損

固定資産除却損
その他の経常外費用

経常外費用計

経理区分振替額

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

前期繰越一般正味財産額

次期繰越一般正味財産額

指定正味財産増減の部

受取寄付金

受取補助金等
一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

前期繰越指定正味財産額

次期繰越指定正味財産額

正味財産期末残高



書式第 15号 (法第 28条関係)

I 資産の部

令和1年度 貸借対照表

令和2年3月 31日 現在

特定非営利活動法人 難民を助ける会

(単位 :円 )

1 流動資産
現金預金

売掛金

未収金

前払金

棚卸資産

貯蔵品

流 動 資 合  計産

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

前受金

預り金

未払法人税等

流 動 負 債

2 固定資産
有形固定資産

建物構築物

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

合  計

2 固定負債
退職給与引当金

固 定 負 債 /ヽ

負 債 合 計

科 目 金 額

1,042,439,506

549,483

15,629,179

3,353,253

2,667,861

2,100,731

1,066,740,013

1,112,567,028

31,407,459

2,137,459

3,616,837

45,827,015

37,161,755

8,665,260

8,665,260

83,802,203

631,458,975

5,700,337

70,000

721,031,515

728,556,515

7,525,000

7,525,000計



Ⅲ 正味財産の部
一般正味財産

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

一般正味財産計

指定正味財産

前期繰越指定正味財産

指定正味財産増加額

指定正味財産計

正味財産合計

負債及び正味財産合計

298,764,822

-17,750,882

281,013,940

102,996,573

384,010,513

104,054,653

-1,058,080

1,112,567,028



書式第 16号 (法第28条関係)

2.事 業別損益の状況 (指定正味財産を含む)

令和1年度 (2019年度)計算書類の注記

令和1年 (2019年 )4月 1日 から令和2年 (2020年 )3月 31日 まで

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年11月 20曰 一部改正 NPO法 人会計基準協議会)
によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によつています.
(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産の減価償却は定額法によっています。
(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金
従業員の将来の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務全額に基づき当期末において発生していると認められる金額を計上しています。なお、退

“

)消費税等の会計処理
消費税等は税込金額により処理しています。

円

科 目

難民等や被災者等
への緊急援助およ
び復旧・復興支援
活動

難民等や被災者等
の就職、就学の支
援活動

人権の擁護又は平
和の推進を図るた
めの情報収集なら
びに啓発活動

難民等や被災者
等の問題や支援
活動に関する情
報、資料の収
集.調査研究

障がい者等への福
祉サービスの提
供、福祉に配慮し
た災害に強靭な社
会を創る防災・減
災活動

物品、書籍の販売 業務受話事業

I 経常収益
]受 取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4_事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費 (国内外職員)
給料手当
退職給付費用
法定福利費
福利厚生費
人件費計
(2'そ の他経費
海外人件費 (海外現地雇用)
直接事業費
渡航・旅費交通費
賃借料
通信運搬費
減価償却費
支払報酬・手数料
印刷製本費
宣伝広告費
売上原価
消耗品・備品費
その他の費目
その他経費計
(3)そ の他の費用
経常費用計

当期経常増減額

10,000

103,249,867

1,079,956,487

605,000

222.587

0

1,628,029

134,346,198

0

3,132,532

0

13,984,798

4,455,720

7,655,548

66,000

0

217,200

916,596

4,017,917

0

0

26,185,301

154,844,271

0

959,755

204,070

10,268,647

27

2,471,964

1,184,043.941 139,106,759 26,162,066 5,151.713 181.989,327 10.472.744 2.471.964

125,980,327

215,000

14,651,382

1,222,648

52,191, 111

105,000

5,751,793

743.463

59,411,139

0

8,086, 135

96.560

1,142,253

0

156.021

10.020

58.469.786

25,000

7,023,907

203.549

2,076,431

263,195

511,608

65,799

142.072.357 58.791.367 67.593.834 1.308.294 65.722.242 2.339.626 577.407

338.824,635

495.313,401

35,411,291

2,874,629

1,170,557

1,369,562

12,003,476

271.046

0

0

1,188,672

10,277.216

28,771,597

165,935,307

12,824,688

0

201,914

2,158,247

1,199,718

0

0

0

649,209

143,568

0

18,500

4,975,350

4,206,369

12,730,870

559,470

6,939,360

12,803.576

3,348,592

0

1,311,195

2,848.569

0

O

1,379,532

0

22.242

0

647.432

276.480

4,000

O

14,580

69,182

29,895,016

98,134,129

14,081,437

0

575.865

61,235

281,742

0

0

0

75.017

1.925.650

15.587

1,276.205

673.293

68,978

405,681

40,450

3,975,566

78,495

454.295

319,051

169,298

300,000

266.688

898,704.485 211,884,278 49,741,851 2,413.448 145.030.091 6.988.550 1.055.037

2,407.957 904,787 47.437

l.043.184.799 271.580.432 117.335.685 3.721.742 210.799.770 9.328.176 1,632,444

140.859.142 -132,473.673 -91.173.619 1.429.971 -28.810.443 1.144.568 839,520

科 目 事業部門計 管理部門 合 計

I 経常収益
1 受取会費
2_受取寄附金
3_受取助成金等
4_事業収益
5 その他収益
経常収益計
Π 経常費用
(1)人件費 (国内)
給料手当
退職給付費用

法定福利費
福利厚生費
人件費計
(2'その他経費
海外人件費 (海外現地雇用)
直接事業費
渡航・旅費交通費
賃借料
通信lE搬費
減価償却費
支払報酬・手数料
印刷製本費
宣伝広告費
売上原価
消耗品・備品費
その他の費日
その他経費計

(3)そ の他の費用
経常費用計

当期経常増減額

10,000

145.469.265

1,374,519,272

25,019,076

4.380.901

3,672,000

165,213,256

0

1,094,982

655.844

3,682,000

310,682,521

1,374,519,272

26,114.058

5.006.745

1,549,398,514 170.636,082 1.720.034.596

299,785,655

045,000

35,998,232

2,276,240

33.114,684

4,195,000

7,167,107

440,941

332,900,339

4,540,000

43,165,339

2,717,181

338,405,127 44,917,732 383.322,859

397.491,248

759,401,367

68,687,885

8.676.254

15,544,039

4,148,514

21,140,706

14,056,783

3,393,042

3,975.566

3,317,168

15.985.168

0

O

650.515

15,682,676

1,201,262

174,736

4,675.521

0

0

0

0

4.778,013

397,491,248

759,401,367

69,338,400

24,358.930

16.745.301

4,323,250

25,816,227

14,056,788

3,393,042

3.975,566

3,317,168

20,760,181

1.315.817.740 27,162,723 1,342,980,463

3,360,181 4,796,662 8,156,843

1.657.583.048 76.877.117 1.734.460.165

-108.184.504 93.758.965 -14.425,569

当期経常増減額内訳
一般正味財産経常増減額
指定正味財産増減額

-13.367,489

-1,058,080



3使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は384,010,513円 ですが、そのうち115.870.462円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は268,140,051円 です。

4固定資産の増減内訳

円 )

(単位 :円 )
科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両
備品
建物

投資その他の資産

敷金

27,750,154

18,809,095

38,151,401

8,675,260

0

1,701,954

0

0

8,278,973

2,097,817

0

10,000

19,471,181

18,413,232

38,151,431

8.665.260

17,333,722

14,796,395

6,743,972

0

2,137,459

3.616,837

31,407,459

8.665,260

合計 93.385.940 1.701.954 10.386,790 84,701,104 38,874,089 45,827.015

5役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

科 目
計算書類に計上さ
れた金額

内役員及び近親者
との取弓|

(活動計算書)
受取会費
受取寄付全
事業収益

3,682,000

310,682,521

26.114.058

47,000

889,671

38.389

活動計算書計 340,478,579 975,060

該当なし 該当なし

貸借 対照表 計

6その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
・事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち.給料手当、退職給付費用、福利厚生費及び旅費交通費については従事割合に基づき按分しています。

・ 「事業別損益の状況」の経常収益欄で使途等が制約されてない会費・寄付金等は管理費の科目に含めています。
・その他の事業に係る資産の状況
その他の事業に係る資産の残高は棚卸資産が2,667,861円 です。

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

難民等へ緊急・支援事業
寄付金・助成全

難民等への緊急支援・

国際協力活動支援補助全

145.155.376 93,917,936

1.374,519,272

123,202,850

1.374,519,272

115,870,462 翌期に使用予定の難民等への緊急・

支援事業活動資金 (主に東日本震災
関連事業費)

補助金の総額2,079,559,115円 のう
ち活動計算書に計上した額は
1,374,519,272円 で差額705,039,843
円は未払金前受金に合めて計上して
あります

合 計 145.155.376 1.468.437.208 1.497.722.122 115.870.462

(貸借対照表 )



書式第 17号 (法第 28条関係)

資産の部

1 流動資産
現金預金

現金 (東京事務所)

普通預金・定期預金 (国内49日 座 )

普通預金 (国内郵便振替6口座 )

国内現預金 (佐賀事務所)

海外現預金 (海外16事務所)

現金預金計

売掛金

チャリティグッガ販売未収金

売掛金計

未収金

ナイロビ事務所送金未着

外務省NGO相 談費費

受託収入

未収金計

前払金

職員出張前渡金

2020年度コンサー ト会場費

海外事務所家賃保証金等

前払金計

貯蔵品

切手

ふるさと納税用返礼品

貯蔵品計

棚卸資産

チャリティコンサートク
・
ッス
゛

棚卸資産計

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
有形固定資産

車両運搬具

乗用車9台

什器備品
パソコンおよび周辺機器56台発電機 16台無線機

30台

建物

ケニアカクマ事務所・宿舎

有形固定資産計

投資その他の資産

敷金

ミズホビル

相馬第二事務所

仙台事務所

佐賀事務所

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

令和 1年度  財産 目録

令和2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 難民を助ける会

(単位 :円 )

科
曰

】 金 額

623,228

625,495,263

212,347,794

274,985

203,698,236

1,066,740,013

1,112,567,028

1,042,439,506

549,483

549,483

14,912,315

111,864

605,000

15,629,179

88,303

382,250

2,882,700

3,353,253

561,731

1,539,000

2,100,731

2,667,861

2,667,861

2,137,459

3,616,837

31,407,459

45,827,015

37,161,755

7,835,260

50,000

450,000

330,000

8,665,260

資 産 合 計



Ⅱ 負債の部
1 流動負債
前受金

特定非営利活動法人ブャ′ヾン・フ
・
ラットフォーム

(2020年度事業費)

外務省日本NGO連携無償資金協力

(2020年度事業費)

国際連合難民高等弁務官事務所 (U N HCR)

(2020年度事業費)

ドイツ国際協力公社

前受金計

未払金

社会保険料事業主負担分

社会保険料事業主負担分 (海外事務所)

特定非営利活動法人シ
｀
ャパング ラットフォーム

(事業費返還金)

外務省日本NGO連携無償資金協力

(事業費返還金)

国際連合難民高等弁務官事務所 (U N HCR)

消費税等

未払金計

預り金

社会保険料

源泉所得税

住民税
‐
海外事務所源泉所得税

預り金計

未払法人税等

法人税・法人地方税

未払法人税等計

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
引当金

退職給付引当金

引当金計

固 定 負 債 合 計

397,425,009

213,788,655

18,008,365

2,236,946

721,031,515

7,525,000

負 債 合 計 728,556,515

Ⅲ 正味財産の部
1 -般正味財産
前期繰越一般正味財産

一般正味財産増減額

一般正味財産計

2 指定正味財産
前期繰越指定正味財産

指定正味財産増加額

指定正味財産計

正 味 財 産 合

負 債 及 び 正

計

味 財 産 合 計

631,458,975

2,008,592

968,083

51,456,420

21,799,321

3,325,127

4,244,660

83,802,203

2,915,395

329,951

484,400

1,970,591

5,700,337

70,000

70,000

7,525,000

7,525,000

298,764,822

-17,750,882

281,013,940

104,054,653

-1,058,080

102,996,573

384,010,513

1,112,567,028



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和1年度年間役員名 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 難民を助ける会

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役  名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 匡ヨ・監事
フキウラ (ヤナセ) フサコ

吹浦 (柳瀬)房 子

H31年4月 1日

R2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

2 巨憂]・ 監事
a/ L, r-+:1: H3」■4月 1日

R2`午 3月 31日

年

年

月   日

月 日志屯Б 有紀枝

3 睡憂]・ 監事
イセザキ ケンジ 13P雫4月 1日

R2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日伊勢崎 賢治

4 巨ヨ・監事
タカハシ キョウコ H31年4月 1日

R2`年 3月 31日

年

年

月

月

日

日高橋 敬子

5 匡ヨ・監事
ハラダ ミチコ H31`午 4月 1日

Rl年 6月 22日

年

年

月

月

日

日原田 美智子

6 巨ヨ・監事
ホリエ ヨシテル H31`午 4月 1日

R2`午 3月 31日

年   月 日

日年  月堀江 良彰

7 匡ヨ・監事
カ トウ ベン

加藤 勉

H31年4月 1日

R2`年 3月 31日

年 月

月

日

日年

8 匡ヨ・監事
ワシダ マリ H31`午 4月 1日

R2年 3月 31日

年  月  日

41   月   日鷲田 員理

9 医∃・監事
ミヨシ ヒデカズ H3P午4月 1日

R2`午 3月 31日

年  月  日

年  月  日三好 秀和

10 匡ヨ・監事

クロカワ

(カ トウ

タキコ

タキ)
H3r午4月 1日

R2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日
黒川 多喜子
(加藤
― タキ)

元書類収受日  令和フ年
`月

ユЯ]

差替書類収受日 令和2年
`几

ル
|]

事 業 報 告 用

岡以

日各



ま替書類収受日令112年
`ル

D日

役 名
どちらかにO

氏    名

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

11 匡ヨ・監事
郷農 彬子

ゴクノウ アキコ H31年4月 1日

R2年 3月 31日

月

　

月

年

　

年

スギタ ヨウイチ
12 巨ヨ・監事

杉田 洋一

H31年4月 1日

R2`午 3月 31日

年

　

年

月

　

月

シラカフ コウジ
13 匡∃・監事

白川 浩司

H31年4月 1日

R2`年 3月 31日 月

年

　

年

月   日

タニガワ マリ
14 匡ヨ・監事

谷川 真理

H31年4月 1日

R2年 3月 31日

年

　

年

月

　

月

イ トウ ユキコ
15 巨憂]・監事

伊藤 由紀子

H31年4月 1日

R2`年 3月 31日

月

　

月

年

　

年

ハギフラ ツパナ
16 匡ヨ・監事

萩原 ソパナ

H31年4月 1日

R2年 3月 31日

月

　

月

年

　

年

モリ エリサ
17 匡ヨ・監事

森 絵里咲

H31年4月 1日

R2年 3月 31日 月

年

　

年

月   日

イ トウ ミチコ
18 匡ヨ・監事

伊藤 美智子

H3ソ■4月 1日

R2年 3月 31日

年

　

年

月   日

月   日

ナ トリ イクコ
19 巨垂卜監事

名取 郁子

H31年4月 1日

R2`手 3月 31日

年

　

年

月

　

月

オシタリ ケンロウ
20 巨憂]・ 監事

忍足 謙朗

H3“■4月 1日

R2年 3月 31日

月

　

月

年

　

年

カワノ マコト
21 巨憂]・ 監事

河野 員

H3P午4月 1日

R2年 3月 31日 月

年

　

年

月   日

オカヤマ ノリヤス
22 睡憂]・ 監事

岡山 典靖

Rl`年 6月 22日

R2年 3月 31日 月

年

　

年

月   日

ヌマタ ミホ
23 匡∃・監事

沼田 美穂

H31年4月 1日

R2`年 3月 31日

日年

　

年

月

　

月

タナカ ヤヨイ
24 理事・匡∃

田中 弥生

H31年4月 1日

Rμ手6月 22日

日年

　

年

月

　

月

ヤマグチ アキヒコ
25 理事・匡∃

山口 明彦

H3F■4月 1日

R2年 3月 31日

日年

年

月

　

月

書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用



書式第 18号 (法第 28条関係)

元書類収受日 令和2年
`月

2′

!|

差替書類収受日令和2年
`ル

』

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

26 理事・匡∃
スガヌマ

菅沼

H31年4月 1日

R2`午 3月 31日

年
月

　

月

日

年 日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 ける

氏    名 住 所 又 は 居 所

1 原田 美智子

2 富田 延子

3 畠山 直子

4 宜保 弘和

5 前田 礼子

6 斎藤 邦子

7 西村 卓

8 半沢 弘子

9 豊田 賢一

10 長濱 明美

11 詫摩  由美子

12 市川 玲子


